
交付申請額及び交付額 9/24交付決定額（第2回実施計画） 74,559,000

11/22交付決定額（第4回実施計画） 115,559,000

3/18交付決定額（第5回実施計画） 877,174,000

1,067,292,000

（円）

№ 事業名 事業目的（上段）・効果（下段） 総事業費 交付金充当額
教育のICT化を急速に推進するため、学校におけるICT環境整備の設計や
ICT機器の使用マニュアル（ルール）の作成のほか、新型コロナウイルス感
染症による臨時休校期間における、オンラインによる家庭学習に関する支
援等を行うICT環境整備等の知見を有する者を配置する。

１人１台タブレット端末の導入に伴い、システムの設計や児童生徒、保護
者、教員向けの使用マニュアル（ルール）等の作成を行い、各学校でICTを
効果的に活用した授業が実践できるよう環境を整備した。また、子どもたち
の学びが保証できるようオンライン授業マニュアルを整備したことにより、臨
時休校時等でも学習の継続が可能となった。

コロナウィルス感染症拡大防止のため、オンライン学習・授業の対応が求め
られることが想定される。このことを踏まえ、学校内のインターネット環境の
整備や児童生徒用タブレットの整備等を推進する。

1人1台タブレット端末を全児童生徒に配布するとともに、全ての区立学校の
インターネット環境を改善したことにより、オンライン授業の円滑な配信が可
能となった。
感染症に対する強い体制を整え、感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的
に提供していく。

新型コロナウイルス感染症対策予防のための物品等の購入及び環境整備
を行うことができた。

幼稚園において、新型コロナウイルス感染症対策をしっかりと実施しつつ、
「新たな日常」においても幼児を健やかに育むことの出来る環境の整備を推
進する。

新型コロナウイルス感染症対策予防のための物品等の購入及び環境整備
を行うことができた。

感染拡大防止物品を調達し、来館者が博物館へ安全、安心に入館できる体
制を構築する。

アルコール消毒液、フェイスシールド、使い捨て手袋、飛散防止パーテー
ションを購入し、館内の感染拡大防止対策に使用した。
感染拡大防止対策を強化し、来館者が安全、安心に入館することができる
体制を整えることができた。

区立幼稚園における新型コロナウイルス感染症対策に必要な用品につい
て、区が一括購入し、各園に配付する。

区立幼稚園２園にて新型コロナウイルス感染拡大の防止に必要な衛生用
品等を購入したことで、子供を安心して育てることができる環境整備につな
がった。

新型コロナウイルス感染症対策に伴い小学校等が休業する等、通常とは異
なる対応をしたことにより、日中に仕事が休めない等の理由で子どもの預か
り・送迎を必要とする保護者の負担を軽減するもの

仕事を休むことができない区民が金銭的な負担がなく、安心して子育てでき
る環境が整えられた。

業務を継続的に実施するに当たり、新型コロナウイルス感染症対策を実施
するもの

施設・事業における新型コロナウイルス感染症拡大防止とともに、利用区民
等へ感染症予防の意識啓発を行うことができた。

対面でのやり取りを避ける目的で、オンライン会議等に必要なＩＣＴ機器の導
入を行うもの

私立学童保育クラブにおいて、オンライン環境が整備され、新型コロナウイ
ルス感染症対策を行いながら、情報共有・連絡が可能となった。

区内商業の活性化及び区民消費の下支えを目的とする。

・発行総額　14億4000万円
・プレミアム率　20%
・販売総数　120,000セット（1セット500円券×24枚、額面総額12,000円を
10,000円で販売）
・区内商業の活性化及び区民消費の下支えに寄与した。

新型コロナウイルスの影響により、事業活動に影響を受けた区内中小企
業・小規模事業者に対し、利子と信用保証料を全額補助する融資を実施す
ることで、資金繰りを支援する。

平常時の2倍超となる2,601件・245億円の融資があり、多くの区内中小企
業・小規模事業者に活用され、資金繰りに寄与した。

学校の臨時休業等の緊急時においても、子供たちの学びを保証できるよう
オンライン授業を実施するにあたり、学校と児童生徒がやりとりを円滑に行
うため、学校が使用するマイクなどの通信装置等を整備する。

各学校にマイクやタブレットスタンド、電源タップ等を整備したことにより、オ
ンライン授業の配信において課題となっていた音声や画像の質が悪いと
いった配信環境の課題が解消し、児童生徒と円滑にやりとりすることが可能
となった。

新型コロナウィルス感染症への対応を踏まえ、全国どの地域においても成
年後見制度の利用が必要な者が制度を利用できる地域体制の構築を図る
ため、権利擁護支援の地域連携ネットワークの整備を推進することを目的と
する。

オンライン会議等に必要なＩＣＴ機器を導入することにより、以下のような効
果があった。
・弁護士、司法書士による専門相談等において、オンラインでの相談が可能
となった。
・複数の関係者からなる検討支援会議を開催する際に、関係者が遠方で
あっても円滑に会議を開催することが可能となった。

学校における新型コロナウイルス感染症拡大の防止に必要な手指用消毒
液などの衛生用品、学習保障支援に必要な機材等の購入など。

新型コロナウイルス感染拡大の防止に必要な機材等の購入及び学習環境
の整備により、学校の感染症対策等を講じる取り組み及び児童生徒の学習
環境の保障につながった。

区職員のリモート接続環境を整備し、職員同士が職場で接触する機会を減
らすことにより、新型コロナウイルス感染拡大を防止、及び職員がり患又は
濃厚接触者となった場合の業務継続性の確保を目的とする。

リモート接続環境を整備した結果、新型コロナウイルスの感染拡大を防止
し、職員がり患又は濃厚接触者となった場合の、業務継続性を確保すること
ができた。

1,940,199,039 1,067,292,000

15 リモート接続環境整備事業 11,535,000 11,535,000

合計

13
新型コロナウイルス感染症セーフティ
ネット強化交付金 348,700 123,000

14 学校保健特別対策事業費補助金 17,151,257 8,570,000

11 新型コロナウイルス対策緊急融資 990,746,996 227,255,000

12 公立学校情報機器整備費補助金 9,871,818 8,570,000

9 子ども・子育て支援交付金 17,165,343 5,723,000

10 かつしかプレミアム付商品券 311,264,152 311,260,000

7 子ども・子育て支援交付金 21,600 7,000

8 子ども・子育て支援交付金 47,158,788 15,720,000

5 文化芸術振興費補助金 447,260 193,000

6 教育支援体制整備事業費交付金 177,365 90,000

3 保育対策事業費補助金 37,842,000 18,921,000

4 教育支援体制整備事業費交付金 2,043,000 1,022,000

2 １人1台タブレット端末環境整備 422,199,760 422,190,000

令和３年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業一覧

1 公立学校情報機器整備費補助金 72,226,000 36,113,000


